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＜財務諸表監査＞ 

監査意見 

当監査法人は、地方独立行政法人法（以下「法」という。）第 35条第 1項の規定に基づく監査に準じ

て、公立大学法人三重県立看護大学の令和５年４月１日から令和６年３月 31 日までの第 15 期事業

年度の財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。以下同じ。）、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、純資産変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附

属明細書について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法

人の会計の基準に準拠して、公立大学法人三重県立看護大学の令和６年３月 31 日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する事業年度の運営状況及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の監査の基準に準

拠して監査を行った。地方独立行政法人の監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監

査における会計監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、公立大学法人から独立しており、また、会計監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。この基礎には、当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な虚偽

表示をもたらす理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存在

は認められなかったとの事実を含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の重要

な虚偽表示の要因とならない理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違

法行為の有無について意見を述べるものではない。 

 

その他の記載内容 

 その他の記載内容は、事業報告書（会計に関する部分を除く。）である。理事長の責任は、その他

の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセス

の整備及び運用における公立大学法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の財務諸表等に対する監査意見等の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見等を表明するものではない。 

財務諸表等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と財務諸表等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

監査報告書の原本（電子署名が付された電子データ）は本学が別途保管しております。



 

財務諸表に対する理事長及び監事の責任 

理事長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の会計の基準に

準拠して財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正及び誤謬並びに違法行為に

よる重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために理事長が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における公立大学法人の役員（監事を除く。）の

職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、会計監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正及び

誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正及び誤

謬並びに違法行為により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

会計監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の監査の基準に

従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を

実施する。 

・ 不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は会計監査人の

判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、会計

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関

連する内部統制を検討する。 

・ 理事長が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事長によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法

人の会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評

価する。 

・ 理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要な

虚偽表示をもたらす要因となることに十分留意して計画し、監査を実施する。 

会計監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び地方独立行政法人の監査の基準で求め

られているその他の事項について報告を行う。 

 

＜利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対す

る報告＞ 

会計監査人の報告 

当監査法人は、法第 35 条第 1項の規定に基づく監査に準じて、公立大学法人三重県立看護大学

の令和５年４月１日から令和６年３月 31 日までの第 15 期事業年度の利益の処分に関する書類

（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について監査を行った。なお、事

業報告書について監査の対象とした会計に関する部分は、事業報告書に記載されている事項のう

ち、会計帳簿の記録に基づく記載部分である。 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1) 利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、公立大学法人三重県立看護大学の財政状態、運

営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示しているものと認める。 

(3) 決算報告書は、理事長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているものと認め

る。 

 

監査報告書の原本（電子署名が付された電子データ）は本学が別途保管しております。



 

理事長及び監事の責任 

理事長の責任は、法令に適合した利益の処分に関する書類（案）を作成すること、財政状態、運

営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示す事業報告書を作成すること、並びに理事長によ

る予算の区分に従って決算の状況を正しく示す決算報告書を作成することにある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における公立大学法人の役員（監事を除く。）の

職務の執行を監視することにある。 

 

会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、利益の処分に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業

報告書（会計に関する部分に限る。）が財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく

示しているか並びに決算報告書が理事長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示してい

るかについて、独立の立場から報告することにある。 

 

利害関係 

公立大学法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

 

以 上 

 

監査報告書の原本（電子署名が付された電子データ）は本学が別途保管しております。
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（単位：円）
資産の部


Ⅰ　固定資産
有形固定資産


土地 1,080,000,000
建物 3,386,017,510


減価償却累計額 △ 1,335,247,383 2,050,770,127
構築物 73,392,550


減価償却累計額 △ 56,838,286 16,554,264
工具器具備品 410,157,786


減価償却累計額 △ 323,091,034 87,066,752
図書 332,350,783
美術品・収蔵品 2,210,000
車両運搬具 4,817,756


減価償却累計額 △ 4,817,753 3
有形固定資産合計 3,568,951,929


無形固定資産
特許権 217,633
ソフトウェア 32,945,176
電話加入権 38,000
無形固定資産合計 33,200,809


投資その他の資産
敷金及び保証金 2,115,000
預託金 24,530
投資その他の資産合計 2,139,530
　　　固定資産合計 3,604,292,268


Ⅱ　流動資産
現金及び預金 218,024,889
棚卸資産 264,715
前払金 337,000
仮払金 12,599
立替金 258,053
未収金 8,969,038


　　　流動資産合計 227,866,294
　　　　　資産合計 3,832,158,562


負債の部
Ⅰ　固定負債


長期繰延補助金等（注） 4,940,032
長期寄附金債務（注） 2,933,497
長期リース債務 2,674,322


　　　固定負債合計 10,547,851


Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務（注） 33,397,057
寄附金債務（注） 1,000,000
未払金 45,946,620
未払費用 4,757,965
未払消費税等 895,600
前受金 7,850
預り金 2,265,739
科学研究費助成事業等預り金 28,290,082
リース債務 34,914,037


　　　流動負債合計 151,474,950
　　　　　負債合計 162,022,801


貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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純資産の部
Ⅰ　資本金


地方公共団体出資金 3,770,320,000
　 資本金合計 3,770,320,000


Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 785,213,724
減価償却相当累計額（△）（注） △ 1,327,139,843


　 資本剰余金合計 △ 541,926,119


Ⅲ　利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金（注） 3,506,047
教育研究の質の向上並びに組織運営
及び施設設備の改善積立金（注） 53,766,806
当期未処分利益 384,469,027
（うち当期総利益　384,469,027)


　利益剰余金合計 441,741,880
　純資産合計 3,670,135,761
　　 負債純資産合計 3,832,158,562


（注）これらは地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
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（単位：円）
経常費用


業務費
教育経費 164,887,727
研究経費 42,083,712
教育研究支援経費 107,420,194
受託研究費 2,200,000
受託事業費等 3,179,540
役員人件費


常勤役員人件費 23,830,396
非常勤役員人件費 605,780 24,436,176


教員人件費
常勤教員人件費 457,404,127
非常勤教員人件費 5,036,784
臨時教員人件費 18,745,175 481,186,086


職員人件費
常勤職員人件費 107,208,821
非常勤職員人件費 2,431,188
臨時職員人件費 19,735,482 129,375,491 954,768,926


一般管理費 152,072,041
財務費用


支払利息 55,449 55,449
経常費用合計 1,106,896,416


経常収益
運営費交付金収益（注１） 717,042,535
授業料収益 243,929,500
入学金収益（注１） 28,193,400
検定料収益 12,024,100
公開講座講習料収益 135,069
受託研究収益（注１）


国又は地方公共団体以外からの受託研究収益 2,200,000 2,200,000
受託事業等収益（注１）


国又は地方公共団体からの受託事業等収益 3,179,540 3,179,540
補助金等収益（注１） 18,939,757
寄附金収益（注１） 3,256,227
施設費収益 39,767,200
財務収益


受取利息 3,075 3,075
雑益


財産貸付料収入 987,629
手数料収入 150,246
科学研究費助成事業等間接経費収益 5,446,500
その他雑益 10,329,135 16,913,510


経常収益合計 1,085,583,913
経常損失 21,312,503


臨時利益
資産見返運営費交付金等戻入（臨時） 138,690,457
資産見返寄附金戻入（臨時） 13,382,363
資産見返物品受贈額戻入（臨時） 225,958,974
その他臨時利益 2,350,945
　　臨時利益合計 380,382,739


当期純利益 359,070,236
目的積立金取崩額（注１） 25,398,791
当期総利益 384,469,027


（注１）これらは地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。


損益計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）
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（注２）資本剰余金を減額したコスト等に関する注記


　当期総利益 384,469,027
　　　減価償却相当額 △ 105,618,435
　　　賞与引当増加相当額 △ 798,345
　　　退職給付引当増加相当額 △ 14,778,270
　　　小計 △ 121,195,050
　施設費収益相当額 59,470,400
資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 322,744,377


（注３）科学研究費助成事業等に関する注記
　当期受入額 18,155,000
　当期支出額 23,844,960
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（単位：円）


Ⅰ　資本金


うち当期総利益


3,770,320,000 716,705,724 △ 1,221,521,408 0 △ 504,815,684 37,942,438 33,453,311 0 20,313,495 -                  91,709,244 3,357,213,560


0


Ⅰ　資本金の当期変動額 0


Ⅱ　資本剰余金の当期変動額 0


固定資産の取得 68,508,000 68,508,000 △ 9,037,600 △ 9,037,600 59,470,400


固定資産の除売却 0 0 0


減価償却 △ 105,618,435 △ 105,618,435 0 △ 105,618,435


Ⅲ　利益剰余金の当期変動額 0


（１）　利益の処分 0


　　　　前中期目標期間からの繰越し 0 0 0


　　　　利益処分による積立 0 20,313,495 △ 20,313,495 -                  0 0


　　　　利益処分（又は損失処理）による取り崩し 0 -                  0 0


　　　　設立団体への納付金の納付 0 0 0


（２）　その他 0


　　　　当期純利益 0 359,070,236 359,070,236 359,070,236 359,070,236


　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 △ 25,398,791 25,398,791 25,398,791 0 0


　　　　目的積立金取崩額 0 0 0


当期変動額合計 0 68,508,000 △ 105,618,435 0 △ 37,110,435 △ 34,436,391 20,313,495 0 364,155,532 384,469,027 350,032,636 312,922,201


当期末残高 3,770,320,000 785,213,724 △ 1,327,139,843 0 △ 541,926,119 3,506,047 53,766,806 0 384,469,027 384,469,027 441,741,880 3,670,135,761


※令和５事業年度の純資産変動計算書における資本剰余金の当期首残高は、令和４事業年度の期末残高から損益除売却差額相当額を控除した額である。


純 資 産 変 動 計 算 書


（令和５年４月１日～令和６年３月31日）


当期首残高


純資産
合計


当期変動額


資本
剰余金
合計


前中期目標期間繰越積
立金


目的積立金
除売却差額


相当累計額(－)


Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金(又は繰越欠損金)


設立
団体


出資金


資本
剰余金


減価償却
相当累計額(－)


積立金 当期未処分利益 利益剰余金合計
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(単位：円)


Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー.


原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 245,214,333


人件費支出 △ 670,437,627


その他の業務支出 △ 177,623,142


運営費交付金収入 744,936,887


授業料収入 227,506,150


入学金収入 26,885,700


検定料収入 12,024,100


公開講座講習料収入 135,069


受託研究収入 2,200,000


受託事業等収入 3,179,540


補助金収入 17,520,100


寄附金収入 876,079


預り金収支 △ 1,616,916


その他の収入 15,107,295


　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 44,521,098


Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー


定期預金の預入による支出 △ 47,000,000


定期預金の払戻による収入 47,000,000


有形固定資産の取得による支出 △ 183,243,799


無形固定資産の取得による支出 △ 22,250,150


施設費による収入 316,704,020


　　　　　小　　計 111,210,071


利息及び配当金の受取額 3,075


　　投資活動によるキャッシュ・フロー 111,213,146


Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー


リース債務の返済による支出 △ 34,919,321


　　　　　小　　計 △ 34,919,321


利息の支払額 △ 58,123


　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 34,977,444


Ⅳ 資金増加額 31,714,604


Ⅴ 資金期首残高 186,310,285


Ⅵ 資金期末残高 218,024,889


キャッシュ･フロー計算書


（令和5年4月1日～令和6年3月31日）
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（単位：円）


Ⅰ　当期未処分利益 384,469,027
当期総利益 384,469,027


Ⅱ　利益処分額
地方独立行政法人法第40条第３項により
設立団体の長の承認を受けようとする額


教育研究・業務運営充実積立金 384,469,027 384,469,027 384,469,027


利益の処分に関する書類（案）
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Ⅰ． 重要な会計方針 


当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人


会計基準注解」（令和４年８月 31 日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基


準及び地方独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和６年３月改訂）


（以下「地方独立行政法人会計基準等」という。）のうち、資産見返負債の廃


止に係る改訂内容を適用して財務諸表等を作成しています。 


なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導


入による改訂内容については、令和６事業年度から適用します。 


 


１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 


期間進行基準を採用しています。 


なお、退職一時金及び修学支援新制度に係る授業料等減免相当額、特定の


事業に充当される運営費交付金については、費用進行基準を採用しています。 


 


２ 減価償却の会計処理方法 


（１）有形固定資産 


定額法を採用しています。 


耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、設立団体から 


承継した固定資産については承継時の残存耐用年数で減価償却しています。 


なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 


建  物   ３年～４７年 


構 築 物   ３年～３３年 


工具器具備品 ５年～ ８年 


ただし、リース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法によ 
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っています。 


また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第 87）の減価償却相 


当額については、減価償却相当累計額として、資本剰余金から控除して表示し


ています。 


（２）無形固定資産 


定額法を採用しています。 


なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期


間（５年）に基づいて償却しています。 


 


３ 引当金の計上基準 


（１）賞与引当金及び見積額の計上基準 


賞与については、運営費交付金による財源措置がなされるため、賞与引当


金は計上していません。 


（２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 


退職一時金については、運営費交付金による財源措置がなされるため、退 


職給付に係る引当金は、計上していません。 


 


４ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 


貯蔵品：最終仕入原価法による原価法 


 


５ リース取引の会計処理 


リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通


常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 


６ 消費税等の会計処理 
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消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 


 


Ⅱ．注記 


１ 貸借対照表関係 


（１） 運営費交付金から充当されるべき賞与見積額 41,407,212 円 


（２） 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金見積額 139,226,492 円 


（三重県からの派遣職員に対する退職給付の見積額については、上記金額


から除いています。） 


 


２ キャッシュ・フロー計算書関係 


（１） 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳 


現金及び預金  218,024,889 円 


 うち定期預金      0 円 


資金期末残高  218,024,889 円 


（２）重要な非資金取引 


現物寄附による固定資産の取得 


図 書        70,988 円 


合 計            70,988 円 


 


３ 公立大学法人の業務運営に関して住民の負担に帰せられるコスト 


Ⅰ業務費用 


（１）損益計算書上の費用              1,106,896,416 円 


 （２）（控除）自己収入等                        △450,229,246 円  


   業務費用合計                   656,667,170 円 
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Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等             121,195,050 円 


Ⅲ 機会費用 


  地方公共団体出資の機会費用       22,017,928 円   22,017,928 円 


Ⅳ 公立大学法人の業務運営に関して 


  住民の負担に帰せられるコスト                   799,880,148 円 


 


 （注）（控除）自己収入には、会計基準改訂に伴い期首に臨時利益に計上し  


た資産見返運営費交付金等戻入（授業料相当分）130,108,017 円、資産見返寄


附金戻入 13,382,363 円が含まれています。 


公立大学法人の業務運営に関して住民に帰せられるコストの注記における


機会費用の計上方法 


地方公共団体出資の機会費用の計算に利用した利率 


10 年利付国債の 2024 年３月末利回りを参考に 0.725％で計算しています。 


 


４ 重要な債務負担行為 


  記載すべき事項はありません。 


 


５ 金融商品関係 


（１）金融商品の状況に関する事項 


   当法人は、資金運用については、預金で運用しています。 


（２）金融商品の時価に関する事項 


   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 


  下記のとおりです。また、現金は注記を省略しており、預金、未収金及び


未払金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから注
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記を省略しています。 


（単位：円） 


（*1）負債は（ ）で示しています。 


（*2）固定負債に計上している長期リース債務 2,674,322 円を含んで記載し


ています。 


  （注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 


金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び 


重要性に応じて、以下の三つのレベルに分類しています。 


レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）


相場価格により算定した時価 


レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可 


能なインプットを用いて算定した時価 


レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 


時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合


には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定に


おける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。 


リース債務  


時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス 


クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の


時価に分類しています。 


６ 賃貸等不動産関係 


  賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しています。 


 貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額(*1) 


 


リース債務(*2) 


 


(37,588,359)  


 


(37,523,130)  


 


（△65,229） 
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７ 会計上の見積りに関する事項 


  記載すべき事項はありません。 


 


８ 重要な後発事象 


該当する事項はありません。 


 


９ 会計方針の変更 


前事業年度まで運営費交付金、授業料、寄附金を財源として固定資産を取


得した場合、資産見返負債を計上し、減価償却に伴い同額を収益に振り替え


ていましたが、当事業年度より改訂後の地方独立行政法人会計基準等を適用


し、固定資産を取得した時点で収益を計上することとし、対応する資産見返


負債は期首に臨時利益に計上しております。また、前事業年度の貸借対照表


における「資産見返補助金等」は「長期繰延補助金等」として当事業年度よ


りそれぞれ表示しております。この結果、当期純利益及び当期総利益が、


378,031,794 円増加しております。 







(単位：円）


当期償却額
当期
減損


損失額


当期
減損損失
相当額


建物 3,292,629,181   59,470,400    -                3,352,099,581   1,321,303,901 105,618,435  -          -            -            2,030,795,680    （注)


工具器具備品 5,835,942         -                 -                5,835,942         5,835,942       -                 -          -            -            -                     


計 3,298,465,123   59,470,400    -                3,357,935,523   1,327,139,843 105,618,435  -          -            -            2,030,795,680    


建物 33,917,929       -                 -                33,917,929       13,943,482     2,250,466      -          -            -            19,974,447        


構築物 73,392,550       -                 -                73,392,550       56,838,286     2,637,397      -          -            -            16,554,264        


工具器具備品 387,853,744     16,468,100    -                404,321,844     317,255,092   53,087,024    -          -            -            87,066,752        


図書 332,280,897     5,161,257      5,091,371     332,350,783     -                  -                 -          -            -            332,350,783      


車両運搬具 4,817,756         -                 -                4,817,756         4,817,753       -                 -          -            -            3                     


計 832,262,876     21,629,357    5,091,371     848,800,862     392,854,613   57,974,887    -          -            -            455,946,249      


土地 1,080,000,000   -                 -                1,080,000,000   -                  -                 -          -            -            1,080,000,000    


美術品・収蔵品 2,210,000         -                 -                2,210,000         -                  -                 -          -            -            2,210,000          


建設仮勘定 -                    -                 -                -                    -                  -                 -          -            -            -                     


計 1,082,210,000   -                 -                1,082,210,000   -                  -                 -          -            -            1,082,210,000    


土地 1,080,000,000   -                 -                1,080,000,000   -                  -                 -          -            -            1,080,000,000    


建物 3,326,547,110   59,470,400    -                3,386,017,510   1,335,247,383 107,868,901  -          -            -            2,050,770,127    


構築物 73,392,550       -                 -                73,392,550       56,838,286     2,637,397      -          -            -            16,554,264        


工具器具備品 393,689,686     16,468,100    -                410,157,786     323,091,034   53,087,024    -          -            -            87,066,752        


図書 332,280,897     5,161,257      5,091,371     332,350,783     -                  -                 -          -            -            332,350,783      


美術品・収蔵品 2,210,000         -                 -                2,210,000         -                  -                 -          -            -            2,210,000          


車両運搬具 4,817,756         -                 -                4,817,756         4,817,753       -                 -          -            -            3                     


建設仮勘定 -                    -                 -                -                    -                  -                 -          -            -            -                     


計 5,212,937,999   81,099,757    5,091,371     5,288,946,385   1,719,994,456 163,593,322  -          -            -            3,568,951,929    


ソフトウェア 99,408,471       1,980,000      -                101,388,471     68,443,295     9,705,118      -          -            -            32,945,176        


電話加入権 38,000             -                 -                38,000             -                  -                 -          -            -            38,000              


特許権 561,450           206,150        -                767,600           549,967         170,730        -          -            -            217,633            


計 100,007,921     2,186,150      -                102,194,071     68,993,262     9,875,848      -          -            -            33,200,809        


敷金及び保証金 2,115,000         -                 -                2,115,000         -                  -                 -          -            -            2,115,000          


預託金 24,530             -                 -                24,530             -                  -                 -          -            -            24,530              


計 2,139,530         -                 -                2,139,530         -                  -                 -          -            -            2,139,530          


附属明細書


(１)　固定資産の取得及び処分、減価償却費(「第８７　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の
明細


資 産 の 種 類 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高


減価償却累計額 減損損失累計額


有形固定資産
合計


無形固定資産


投資その他の資産


(注）建物の増加額については、実習棟昇降機31,142,312円、図書館棟昇降機28,328,088円であります。


差引当期末残高 摘 要


有形固定資産
（特定償却資産）


有形固定資産
（特定償却資産以外）


非償却資産
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（単位：円）


切手 94,921                416,888           -                   420,864          -                     90,945              


クオカード 172,920              852,980           -                   852,130          -                     173,770             


合  計 267,841              1,269,868         -                   1,272,994        -                     264,715             


　　　該当事項はありません。


(4)　長期貸付金の明細


　　　該当事項はありません。


(5)　長期借入金の明細


　　　該当事項はありません。


(6)　公立大学法人債の明細


　　　該当事項はありません。


(7)　引当金の明細


　　　該当事項はありません。


(8)　資産除去債務の明細


　　　該当事項はありません。


(9)　保証債務の明細


　　　該当事項はありません。


（単位：円）


期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要


2,248,000         -                   -                   2,248,000          


508,983,011      59,470,400      -                   568,453,411      
有形固定資産を取得
したことによる増加


205,474,713      9,037,600        -                   214,512,313      
有形固定資産等を取
得したことによる増加


716,705,724      68,508,000      -                   785,213,724      


その他


(3)　有価証券の明細


地方公共団体からの譲与


施設費


目的積立金


計


(10)　資本剰余金の明細


区　　分


(2)　棚卸資産の明細


種　類 期首残高


当期増加額 当期減少額


期末残高 摘　要当期購入・
製造・振替


その他 払出・振替
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(11)　目的積立金の取崩しの明細
（単位：円）


9,037,600
9,037,600


16,995,000
1,232,000


18,227,000


71,481
1,040


751,852
824,373


4,763,000
2,618


543,400
1,038,400
6,347,418


-              


34,436,391


（単位：円）


令和３年度 -                 -                  -                 


令和４年度 3,884,487      -                  1,562,517      


令和５年度 -                 746,555,105   31,834,540    


合　　計 3,884,487      746,555,105   33,397,057    


（単位：円）


（注）三重県ふるさと応援寄附金を財源として交付された146,000円は寄附金債務に含め、上記には含めていません。


2,321,970                 -                             


-                             714,720,565              


2,321,970                 


717,042,535              


714,720,565                 


-                               


714,720,565                 


2,321,970                 


令和３年度交付分 令和４年度交付分 令和５年度交付分 合計


-                             


-                             


714,720,565   -                 -                     714,720,565    


2,321,970       -                 -                     


-                        
1,038,400


当期交付額


-                  


-                        -                          


(12)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細


(12)－1　運営費交付金債務


交付年度 期首残高 期末残高


小計 -                        
中期目標期間終了時の積立
金への振替額


　　　消耗品費
　　　備品費


-                        


　　　報酬・委託・手数料 -                        


2,618


　　　報酬・委託・手数料
824,373


　　　修繕費 -                        


小計


4,763,000


1,040


(12)－2　運営費交付金収益


区分


期間進行基準


費用進行基準


-                     


2,321,970       


運 営 費 交 付
金 収 益


当期振替額


-                  


小　　　計


計


-                 


717,042,535   -                 


資産見返運営
費 交 付 金


-                          


資本剰余金


-               


-               
-               


717,042,535    


-                     


543,400
-               


前中期目標期間繰越積立金


-                          -               


-               


6,347,418


積立金の名称
及び事業名 教育研究の


質向上事業
組織運営及び


施設設備改善事業
その他 計


小計


751,852


　　　旅費交通費


　　　修繕費


-               
小計


　　　通信運搬費


-               


　　　工具器具備品


-               


16,995,000


71,481


18,227,000


-                          -               


4,824,600 -               
4,824,600


研究経費


　　　備品費 1,232,000            
-                          


4,213,000            


教育経費
4,213,000


-                          -               
-                          -               


-                          -               


合計額 23,264,373 11,172,018 -               


一般管理費
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(13)　地方公共団体等からの財源措置の明細
(13)－1　施設費の明細


（単位：円）


資本剰余金
建設仮勘定
見返施設費


収益計上


-                 -                 39,767,200    


59,470,400 -                 -                 


59,470,400    -                 39,767,200    


（単位：円）


建設仮勘定
見返補助金等


資産見返
補助金等


資本剰余金
長期預り
補助金等


収益


直接経費 -                 17,520,100    -                 -              -          -          17,520,100 -              17,520,100


間接経費 -                 -                 -                 -              -          -          -              -              -                 


直接経費 -                 17,520,100    -                 -              -          -          17,520,100 -              


間接経費 -                 -                 -                 -              -          -          -              -              


計 -                 17,520,100    -                 -              -          -          17,520,100 -              


（注）「摘要」欄には、当期交付決定額を記載しています。


　　　損益計算書の補助金等収益には、長期繰延補助金等の収益化額1,419,657円が含まれているため、本明細の収益の合計額と一致していません。


(14)　役員及び教職員の給与の明細


（単位：円、人）


支給人員 支給人員


常　勤 2                 -              


非常勤 4                 -              


計 6                 -              


常　勤 50                2              


非常勤 23                -              


計 73                2              


常　勤 14                1              


非常勤 9                 -              


計 23                1              


常　勤 66                3              


非常勤 36                -              


計 102              3              


(注1)　役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要
  （1）　役員報酬
　　　役員に対する報酬については、「公立大学法人三重県立看護大学役員報酬規程」に基づいています。
  （2）　退職手当
　　　役員に対する退職手当については、「公立大学法人三重県立看護大学役員退職手当規程」に基づいています。
(注2)　教員及び職員（以下「教職員という。」）に対する給与及び退職手当の支給基準の概要
  （1）　教職員給与
　　　教職員に対する給与については、「公立大学法人三重県立看護大学職員給与規程」、「公立大学法人三重県立看護大学
　　  職員就業規則」及び「公立大学法人三重県立看護大学契約職員就業規則」に基づいています。また、非常勤の教職員に
　　  は、年間を通じて勤務を委嘱した職員を含んでいます。
  （2）　退職手当
　　　教職員に対する退職手当については、「公立大学法人三重県立看護大学職員退職手当規程」に基づき支給しています。
(注3)　支給人員は、令和5年4月1日から令和6年3月31日までの平均支給人員数によっています。また、退職給付には総支
　　　給人員を記載しています。


(15)　開示すべきセグメント情報


　　　当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略します。


-                                           


2,063,036                                


-                                           


2,063,036                                


258,934                                  


摘要


授業料等減免費交付
金


三重県


期末
残高


当期振替額


(13)－2　補助金等の明細


当期交付額


計


合　計


名称 交付元
期首
残高


経費の別


528,506,250                        


退職給付


支給額


-                                           


-                                           


258,934                                  


2,321,970                                


-                                           


2,321,970                                


-                                           


487,320,446                        


41,185,804                          


報酬又は給与


605,780                              


21,924,929                          


375,203,057                        


21,730,383                          


18,849,641                          


109,647,881                        


21,319,149                          


区　　分


役　員


教　員


396,933,440                        


90,798,240                          


実習棟・図書館棟エレ
ベーター改修工事


59,470,400


支給額


左の会計処理内訳
摘要


職　員


合　計


当期交付額


99,237,600                  


区分


管理棟・図書館棟外壁
改修工事


39,767,200
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（単位：円）


　　　教育経費
消耗品費 6,766,048          
備品費 2,548,880          
印刷製本費 3,850,926          
水道光熱費 16,803,650        
旅費交通費 3,352,761          
通信運搬費 1,052,274          
賃借料 8,033,022          
保守費 55,000              
修繕費 17,268,020        
諸会費 42,000              
会議費 33,000              
報酬・委託・手数料 74,984,820        
奨学費 18,966,600        
租税公課 1,133,724          
減価償却費 9,997,002          164,887,727


　　　研究経費
消耗品費 10,650,634        
備品費 1,916,681          
印刷製本費 65,406              
水道光熱費 3,428,400          
旅費交通費 2,458,049          
通信運搬費 219,898            
賃借料 313,216            
諸会費 2,148,649          
報酬・委託・手数料 15,810,759        
減価償却費 5,072,020          42,083,712       


　　　教育研究支援経費
消耗品費 12,426,106        
水道光熱費 2,088,753          
通信運搬費 2,342,374          
賃借料 90,760              
保守費 594,000            
修繕費 6,160                
諸会費 160,600            
報酬・委託・手数料 49,704,514        
減価償却費 34,915,556        
図書除却費 5,091,371          107,420,194     


　　　受託研究費等
　　　受託研究費


消耗品費 145,482            
水道光熱費 377,015            
通信運搬費 58,446              
賃借料 127,070            
報酬・委託・手数料 1,391,987          
租税公課 100,000            2,200,000         


　　　受託事業費
消耗品費 570,379            
印刷製本費 16,077              
旅費交通費 13,291              
通信運搬費 101,832            
賃借料 149,033            
報酬・委託・手数料 1,190,329          
租税公課 144,523            
職員人件費 994,076            3,179,540         


(16)　業務費及び一般管理費の明細
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　　　役員人件費
常勤役員人件費
　報酬 15,060,000        
　賞与 6,187,149          
　法定福利費 2,511,247          
　通勤手当 72,000             23,830,396        
非常勤役員人件費
　報酬 570,000            
　通勤手当 35,780             605,780            24,436,176       


　　　教員人件費
常勤教員人件費
　給料 241,033,045      
　賞与 102,730,702      
　退職給付費用 2,063,036          
　法定福利費 80,138,034        
　通勤手当 5,841,590          
　その他手当 25,597,720        457,404,127       
非常勤教員人件費
　給料 4,410,400          
　通勤手当 626,384            5,036,784          
臨時教員人件費
　給料 16,041,930        
　法定福利費 2,051,576          
　通勤手当 651,669            18,745,175        481,186,086     


　　　職員人件費
常勤職員人件費
　給料 53,562,000        
　賞与 22,702,247        
　退職給付費用 258,934            
　法定福利費 16,151,647        
　通勤手当 1,993,200          
　その他手当 12,540,793        107,208,821       
非常勤職員人件費
　給料 1,753,800          
　通勤手当 17,388             
　その他手当 660,000            2,431,188          
臨時職員人件費
　給料 15,771,573        
　法定福利費 3,317,029          
　通勤手当 646,880            19,735,482        129,375,491     


　　　一般管理費
消耗品費 6,192,129          
備品費 2,358,596          
印刷製本費 938,418            
水道光熱費 3,999,702          
旅費交通費 860,299            
通信運搬費 1,245,949          
賃借料 9,412,819          
車両燃料費 218,211            
保守費 6,074,090          
修繕費 50,317,963        
損害保険料 2,541,970          
広告宣伝費 1,063,000          
諸会費 1,604,700          
会議費 700                  
報酬・委託・手数料 47,017,784        
租税公課 359,553            
減価償却費 17,866,158        152,072,041     
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区　　　　分


大　　　　学


合　　　　計 　


委託者 経費の別


直接経費


間接経費


直接経費


間接経費


　　　　該当事項はありません。


委託者 経費の別


直接経費


間接経費


直接経費


間接経費


種　　　　目


　


（注）　間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　　）内に記載しています。
　　　　令和４年度繰越承認分は含んでいません。他大学の研究分担者に送金する分担金相当額除き、
　　　　当大学に帰属する研究分担者が受領する分担金相当額は含んでいます。


-                     2,000,000         2,000,000         -                     


（単位：円、件）


200,000            -                     


1,152,251                     


（単位：円）


332                 


-                     200,000            


当 期 受 入 額 受託研究収益 期　末　残　高


（単位：円、件）


(19)　共同研究の明細


合　　　　計
-                     


その他


-                     


200,000            


　基盤研究（Ｂ）　分担
(650,000) 
195,000


5,446,500


8
148,500


2


　若手研究
(800,000) 


2
240,000


　基盤研究（Ｃ）　分担
(495,000) 


合　　　　計
(18,155,000) 
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3


2,097,000


　基盤研究（Ｂ）
(5,520,000) 


2
1,656,000


　基盤研究（Ｃ）
(6,990,000) 


10


　挑戦的萌芽研究
(3,700,000) 
1,110,000


(21)　科学研究費補助金等の明細


当 期 受 入 額 件　　　　数 摘　　　　要


-                     -                     


期　首　残　高 当 期 受 入 額 受託事業等収益 期　末　残　高


期　首　残　高


-                     


2,000,000         2,000,000         -                     


200,000            


(18)　受託研究の明細


※うち、現物による寄附は、「物品：205,239円（283点）」「図書：70,988円（25点）」です。


(17)　寄附金の明細


当 期 受 入 額 件　　　　数 摘　　　　要


1,152,251                     332                 ※


(20)　受託事業等の明細
（単位：円）


-                     3,179,540         3,179,540         -                     


-                     3,179,540         3,179,540         -                     
合　　　　計


地方公共団体
（設立団体）


-                     -                     -                     -                     


-                     -                     
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(22)　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細


①　現金及び預金
（単位：円）


区  　　　 分


現　　　金


普通預金


計


②　未収金
（単位：円）


区  　　　 分


未収学生入学料収入


施設費未収金


受託事業未収金


その他


計


③　未払金
（単位：円）


区　　　　分


人件費


物件費


一般管理費


固定資産


その他


計


4,097,498


金　　　　　額


1,561,302                                              


23,963,365                                            


10,785,537                                            


1,692,000


8,969,038


45,946,620                                            


2,987,857                                              


6,648,559                                              


0


3,179,540


金　　　　　額


29,009                                                  


217,995,880                                          


218,024,889                                          


金　　　　　額
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公立大学法人三重県立看護大学事業報告書 


 


 


Ⅰ 理事長メッセージ 


 本学は平成９年に、三重県初の看護系大学として開学しました。さらに、平成 13 年には


県内で初めてとなる看護学研究科を設置し、三重県の看護学教育、研究の中核拠点としての


基盤づくりをしてまいりました。令和４年度には開学から 25 周年を迎えました。この間２


千名以上の卒業生を輩出し、それぞれが看護師、保健師、あるいは助産師の免許を持ち、三


重県内外で活躍しています。まさに本学の教育目的や教育理念に掲げる「質の高い人材育成」


の成果が表れています。 


本学の学部教育の特徴の一つに、全員が看護師・保健師の国家試験受験資格の取得を必修


としていることがあります。また、助産師の国家試験の受験資格が得られる教育課程も設置


し、人々の生涯を通じての看護ニーズに応えるための幅広い教育課程を編成しています。


「地域包括ケアシステム」や「地域包括医療」という言葉が使われ始めたように、人々がそ


の人らしく過ごせる生活を保障するために様々な職がその専門性を発揮して、その人にと


って必要なケアを共に作る時代に入っています。人文社会・看護・医学・理学・社会学・福


祉など様々な知が求められ、職を超えたつながりを作る力を持つためにも、看護学の学びを


とおして時代の要請を先取りできる人材となることが期待されています。 


看護は、人がその人らしく生き、生活するうえでの健康を維持増進していくことを支援し


ます。本学では地域に根差した大学として、多様化、高度化する保健医療ニーズや地域の特


性を的確に捉え、どの場においても質の高い看護を実践できる人材、地元を支える人材を育


成することを目標に教育の充実を図ります。 


本学には、これらのほかにも、教育・研究の成果を保健・医療・福祉の向上に役立てる仕


組みがあります。本学の地域貢献活動を充実・支援することを目的として地域交流センター


が設置され、公開講座やオープンクラスの実施、認定看護師の育成などを行っています。卒


業生も含めた地域の看護職のスキルアップや、県民の健康に関する意識の向上にも積極的


に取り組んでいます。 


本学の学生・院生には、看護学の知をもって人と人とのふれあいを大切に、地域における


さまざまな課題の解決に意欲的に取り組み、近未来を楽しく創造できる人材に育ってほし


いと願っています。 
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Ⅱ 基本情報 


１．目標 


当法人は、三重県における看護学の教育及び研究の中核的機関として、質の高い人材


を養成するとともに、社会に開かれた大学として、教育及び研究を推進し、その成果を


社会に還元することにより、三重県はもとより国内外の看護の発展並びに保健、医療及


び福祉の向上に寄与するため、大学を設置し、管理することを目標とする。 


 


２．業務内容 


当法人は次に掲げる業務を行う。 


（１）大学を設置し、これを運営すること。 


（２）学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこ


と。 


（３）法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以


外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 


（４）公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 


（５）大学における教育研究成果の普及及び活用を通じ地域社会及び国際社会に貢献する


こと。 


（６）前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 


       


３．沿革 


平成 9年 4月 三重県立看護大学開学 


平成 9年 4月 地域交流研究センター設置 


平成13年 4月 大学院看護学研究科開設  


平成18年 3月 大学院専門看護師教育課程（精神看護学）認定  


平成21年 4月 地方独立行政法人化（公立大学法人三重県立看護大学設立）  


平成21年 4月 メディアコミュニケーションセンター設置  


平成21年 4月 地域交流センター設置（地域交流研究センターから名称変更） 


平成23年 7月 認定看護師教育課程「感染管理」開講 


平成24年 5月 看護博物館の開館 


平成25年 3月 大学院専門看護師教育課程（母性看護学）認定  


平成29年 6月 認定看護師教育課程「認知症看護」開講 


平成31年 2月 高度実践看護師教育課程（専門看護師38単位） 


（母性看護分野及び精神看護分野）認定 


  令和 2年 2月 高度実践看護師教育課程（専門看護師38単位） 


（老年看護分野） 認定 


令和 4年 5月 認定看護師教育課程（Ｂ課程）「感染管理」開講 
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４．組織図 


 


５．所在地 


三重県津市夢が丘一丁目１番地１ 


 


６．資本金の額 


３，７７０，３２０，０００円 


（資本金のうち、三重県の出資額３，７７０，３２０，０００円） 


 


７．在学する学生の数（令和５年５月１日現在） 


  総学生数  ４３３名 


学士課程 ４０７名 


修士課程  ２６名 
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８．役員の状況（令和６年３月 31 日現在） 


（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 


役  職 氏  名 任  期 経  歴 


理事長 片田 範子 


令和4年4月1日～ 


令和6年3月31日 


•平成29年 4月 関西医科大学 教授 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 理事長・学長 


副理事長 加太 竜一 


令和4年4月1日～ 


令和6年3月31日 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 副理事長・事務局長 


理事（教学研究担当） 大平 肇子 


令和4年4月1日～ 


令和6年3月31日 


•平成27年 4月 三重県立看護大学 教授 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事（企画情報担当） 小池 敦 


令和4年4月1日～ 


令和6年3月31日 


•平成19年 4月 三重県立看護大学 教授 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事（地域貢献担当） 林  辰弥 


令和4年4月1日～ 


令和6年3月31日 


•平成20年 4月 三重県立看護大学 教授 


•令和 3年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事〔非常勤〕 安田 敏春 


平成31年4月1日～ 


令和6年3月31日 


•元三重県副知事 


•平成31年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事〔非常勤〕 奥野 正孝 
平成31年4月1日～ 


令和6年3月31日 


・元三重県地域医療研修センター長 


•平成31年 4月 三重県立看護大学 理事 


監事 後藤 貞明 


平成21年4月1日～ 


令和6年3月31日 


•後藤公認会計士事務所 


•平成21年 4月 三重県立看護大学 監事 


監事 小林 明子 


平成22年4月1日～ 


令和6年3月31日 


•楠井法律事務所 


•平成22年 4月 三重県立看護大学 監事 


 


（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 


 会計監査人は有限責任あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一ネ


ットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬及び非


監査業務に基づく報酬の額は、それぞれ5,174,400円（税込）及び０円である。 


 


９．教職員の状況（令和５年５月１日現在） 


教 員 ６２名（うち常勤 ５１名、非常勤 １１名） 


職 員 ２５名（うち常勤 ２５名） 


 


（常勤教職員の状況） 


常勤教職員数は、昨年度から１名減少し７６名となった。このうち、三重県からの出


向者は９名、医療機関等からの出向者は２名である。 
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10.ガバナンスの状況 


（１）ガバナンスの体制 


  第三期中期計画に基づき法令等を遵守し業務を効率的かつ効果的に運営していくため、


業務方法書に内部統制について定めるとともに、内部統制規程を整備している。また、教


育研究活動によって得られた成果や中期目標の達成状況等について、自己点検・評価を客


観的かつ継続的に行うとともに、地方独立行政法人法第 78 条の 2 の規定に基づき、三


重県公立大学法人評価委員会による業務の実績に関する評価を毎年度受審し、これらの結


果に基づいて改善に取り組むことにより、大学教育の質保証をさらに推進する。 


  さらに、会計処理をはじめ法人の業務運営等幅広い分野において、監査実施方針に基づ


き内部監査を計画的・体系的に実施し、監査結果については理事長へ報告し教職員へ情報


共有を諮るとともに、監事が出席する理事会において報告を行い、問題点等が発見された


場合は担当課等に今後の対応（改善）等報告を求める等、速やかに改善する。 


 


（２）法人の意思決定体制 
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Ⅱ 財務諸表の要約及び財務情報 


１．貸借対照表（資産・負債・純資産） 


① 貸借対照表の要約の経年比較（５年）                （単位：百万円） 


区分 
第 11 期 


(令和元年度) 


第 12 期 


(令和２年度) 


第 13 期 


(令和3年度) 


第 14 期 


(令和4年度) 


第 15 期 


(令和5年度) 


資産合計 3,638 3,886 3,848 4,110 3,832 


負債合計 563 711 628 753 162 


純資産合計 3,075 3,174 3,219 3,357 3,670 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                  （単位：百万円） 


資産の部 金額 負債の部 金額 


固定資産 


 有形固定資産 


  土地 


  建物 


   減価償却累計額 


  構築物 


   減価償却累計額 


  工具器具備品 


   減価償却累計額 


  図書 


  その他の有形固定資産 


   減価償却累計額 


 無形固定資産 


 投資その他の資産 


流動資産 


 現金及び預金 


 その他流動資産 


３，６０４ 


３，５６８ 


１，０８０ 


３，３８６ 


△１，３３５ 


７３ 


△５６ 


４１０ 


△３２３ 


３３２ 


７ 


△４ 


３３ 


２ 


２２７ 


２１８ 


９ 


固定負債 


 長期繰延補助金等 


長期寄附金債務 


 長期リース債務 


流動負債 


 運営費交付金債務 


 寄附金債務 


未払金 


リース債務 


 その他流動負債 


１０ 


４ 


２ 


２ 


１５１ 


３３ 


１ 


４５ 


３４ 


３６ 


負債合計 １６２ 


純資産の部 金額 


資本金 


 地方公共団体出資金 


資本剰余金 


利益剰余金 


３，７７０ 


３，７７０ 


△５４１ 


４４１ 


純資産合計 ３，６７０ 


資産合計 ３，８３２ 負債純資産合計 ３，８３２ 


※各科目の金額は、単位未満を切り捨てているので、合計金額と一致しないことがある（以下の


表についても同じ。）。 


 


【財務諸表に記載された事項の概要（内訳及び増減理由）】 


（資産合計） 


令和５年度末現在の資産の合計額は、前年度比 278 百万円減（△6.7％（対前年度比


率。以下同じ。））の 3,832 百万円となった。 
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減少額の主な要因は、県からの施設整備費補助金の年度内交付を受けたこと等に伴


い未収金が減少したこと等による。 


 （負債合計） 


令和５年度末現在の負債の合計額は、591 百万円減（△78.5％）の 162 百万円となっ


た。 


減少の主な要因は、当事業年度から改訂後地方独立行政法人会計基準等を適用し、資


産見返負債の会計処理を廃止したことによる。 


（純資産合計） 


令和５年度末現在の純資産の合計額は、312 百万円増（+9.3％）の 3,670 百万円とな


った。 


増加の主な要因は、上記により資産見返負債勘定を臨時利益に計上したことによる。 


 


２．損益計算書（経常費用・経常利益・当期総損益） 


① 損益計算書の要約の経年比較（５年）               （単位：百万円） 


区分 
第 11 期 


(令和元年度)  


第 12 期 


(令和2年度) 


第 13 期 


(令和3年度) 


第 14 期 


(令和4年度) 


第 15 期 


(令和5年度) 


経常費用 1,057 1,008 1,014 1,211 1,106 


経常収益 1,102 1,104 1,044 1,228 1,085 


当期総利益 48 136 33 20 384 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                 （単位：百万円） 


区分 金額 


経常費用（Ａ） １，１０６ 


 業務費 


  教育経費 


  研究経費 


  教育研究支援経費 


  人件費 


  その他 


 一般管理費 


 財務費用 


９５４ 


１６４ 


４２ 


１０７ 


６３４ 


５ 


１５２ 


０ 


経常収益（Ｂ） １，０８５ 


 運営費交付金収益 


 授業料等減免費交付金 


 学生納付金収益（授業料収益、入学金収益及び検定料収益） 


 その他 


７１７ 


１７ 


２８４ 


６６ 
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臨時損益（Ｃ） ３８０ 


その他調整額（Ｄ） ２５ 


当期総利益（Ｂ-Ａ+Ｃ+Ｄ） ３８４ 


（※）財務費用の額：55,449 円（百万円未満のため、上表では０と表記。） 


（※）その他調整額の内容及び額：目的積立金取崩額 25,398,791 円 


 


【財務諸表に記載された事項の概要（内訳及び増減理由）】 


（経常費用） 


   令和５年度に発生した経常費用は、104百万円減(△8.6％）の1,106百万円となった。 


減少の主な要因は、県からの施設整備費補助金等を用いた修繕工事の実施が少なか


ったことにより、施設整備にかかる修繕費が 65 百万円減（△56.5％）となったこと、


また、常勤教員数及び退職手当執行額の減少により、常勤教員人件費が 55 百万円減（△


10.7％）となったこと等による。 


（経常収益） 


令和５年度に発生した経常収益は、142 百万円減（△11.5％）の 1,085 百万円となっ


た。 


減少の主な要因は、県からの施設整備費補助金を用いた修繕工事の実施が少なかっ


たことにより、施設費収益が 81 百万円減（△67.2％）となったこと、また、常勤教員


数及び退職手当執行額の減少等により、運営費交付金収益が 61 百万円減（△7.8％）と


なったこと等による。 


 （臨時損益） 


令和５年度に発生した臨時損益は、当事業年度から改訂後地方独立行政法人会計基


準等を適用し、資産見返負債勘定を臨時利益に計上したことによる。 


（当期総利益） 


上記により、令和５年度の当期総利益は、前年度から 364 百万円増の 384 百万円とな


った。 


 


３．純資産変動計算書 


                                 （単位：百万円） 


区分 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 


当期首残高（Ａ） ３，７７０ △５０４ ９１ ３，３５７ 


当期変動額（Ｂ） － △３７ ３５０ ３１２ 


 固定資産の取得 － ６８ △９ ５９ 


 減価償却 － △１０５ － △１０５ 


 当期純利益 － － ３５９ ３５９ 


当期末残高（Ａ+Ｂ） ３，７７０ △５４１ ４４１ ３，６７０ 
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当事業年度の純資産は、固定資産の取得及び当期総利益の計上により 312 百万円増加し、


3,670 百万円となりました。 


 


４．キャッシュ・フロー計算書（業務活動・投資活動・財務活動によるキャッシュ・フロー）  


①キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年）        （単位：百万円）  


区分 
第 11 期 


(令和元年度) 


第12期 


(令和２年度) 


第13期 


  (令和3年度) 


第14期 


  (令和4年度) 


第15期 


  (令和5年度) 


業務活動による 


キャッシュ・フロー 
105 92 △21 37 △44 


投資活動による 


キャッシュ・フロー 
△27 △63 △16 △16 111 


財務活動による 


キャッシュ・フロー 
△33 △35 △35 △35 △34 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                 （単位：百万円） 


区分 金額 


Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） △４４ 


 原材料、商品又はサービスの購入による支出 


人件費支出 


 その他の業務支出 


 運営費交付金収入 


 学生納付金収入 


 その他の業務収入 


△２４５ 


△６７０ 


△１７７ 


７４４ 


２６６ 


３７ 


Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） １１１ 


Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △３４ 


Ⅳ 資金増加額（D＝A+B+C） ３１ 


Ⅴ 資金期首残高(E) １８６ 


Ⅵ 資金期末残高(E+D) ２１８ 


 


【財務諸表に記載された事項の概要（内訳及び増減理由）】 


（業務活動によるキャッシュ・フロー） 


  令和５年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、81 百万円減（△220.1％）の△


44 百万円となった。 


減少の主な要因は、令和４年度の退職手当未払金の支出があったこと等による。 


（投資活動によるキャッシュ・フロー） 


令和５年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、128 百万円増（761.7％）の 111
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百万円となった。 


増加の主な要因は、令和４年度の施設費未収金 217 百万円の入金があったこと等に


よる。 


 


（財務活動によるキャッシュ・フロー） 


令和５年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出 34


百万円である（0 百万円）。 


 


５．セグメントの経年比較・分析 


当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略している。 


 


６．目的積立金の申請状況及び使用内訳等 


当期総利益 384 百万円は、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向


上並びに組織運営及び施設設備の改善に充てるため、目的積立金として申請を三重県知


事に行う。 


  令和５年度においては、教育研究の質の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てるた


め前中期目標期間繰越積立金から 34 百万円を使用した。 


 


７．重要な施設等の整備等の状況 


（１）当事業年度中に完成した主要施設等 


該当なし。 


（２）当事業年度中おいて継続中の主要施設等の新設・拡充 


該当なし。 


（３）当事業年度中に処分した主要施設等 


該当なし。 


（４）当事業年度中において担保に供した施設等 


  該当なし。 
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８．予算と決算との概況 


以下の表は、当法人が策定した予算に対する決算の状況について表示したものである。 


なお、予算と決算の差額の理由については、令和５年度において予算と決算の差額が 10


百万円以上の項目について表記した。 


                               （単位：百万円）  


区分 


第 11 期 


(令和元年度)) 


第 12 期 


(令和2年度) 


第 13 期 


(令和3年度) 


第 14 期 


(令和4年度) 


第 15 期 


(令和5年度) 


予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 
差額 


理由 


収入 1,102 1,079 1,186 1,228 1,068 1,360 1,371 1,437 1,240 1,189  


運営費交付金収入 743 748 738 730 730 746 738 762 778 746 ※１ 


補助金等収入 34 30 105 107 68 295 301 348 116 116  


学生納付金収入 250 240 232 243 248 252 248 244 247 244  


その他収入 41 40 37 39 21 25 39 49 46 47  


目的積立金取崩 32 19 72 86 0 40 43 32 50 34 ※２ 


支出 1,102 1,079 1,186 941 1,068 1,192 1,371 1,427 1,240 1,149  


教育研究経費 308 303 353 323 296 282 333 293 337 308 ※３ 


一般管理費 130 93 174 111 117 259 363 442 196 201  


人件費 660 660 658 617 649 643 669 683 700 634 ※４ 


その他支出 2 2 － 3 5 6 4 7 5 5  


収入－支出 － 19 － 188 － 168 － 10 － 39  


※１ 水道光熱費の高騰額及び教職員の人件費が当初見込みよりも少なかったことに伴い、


予算額に比して決算額が 32 百万円減少している。 


※２ 管理棟フロアカーペット更新工事の入札差金が生じたこと等に伴い、予算額に比し


て決算額が 16 百万円減少している。 


※３ 学長特別研究費の配賦が当初見込みより少なかったこと等に伴い、予算額に比して


決算額が 29 百万円減少している。 


※４ 教職員数の減少及び退職手当支給額の減少に伴い、予算額に対して決算額が 66 百万


円減少している。 


 


Ⅲ 事業に関する説明 


１．財源の内訳 


令和５年度の当法人における事業の実施財源となる経常収益は、1,085 百万円で、その


内訳は、運営費交付金収益 717 百万円（66.0％（経常収益に対する比率。以下同じ。））、


学生納付金収益（授業料、入学金及び検定料）284 百万円（26.1％）及びその他収益 84 百


万円（7.7％）となっている。 
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２．財務情報及び業務の実績に基づく説明 


  令和５年度においても、年度計画に基づき、大学の目的である教育研究の質の向上を図


るため、別紙のとおり大学の教育研究等の向上に関する取組みを行った。 


  また、令和５年度において事業に要した経費（経常費用）は、1,106 百万円で、その内


訳は、教育経費 164 百万円（14.8％（経常費用に対する比率。以下同じ。））、研究経費 42


百万円（3.8％）、教育研究支援経費 107 百万円（9.7％）、受託研究費２百万円（0.1％）


受託事業費３百万円（0.2％）、人件費 634 百万円（57.3％）及び一般管理費等 152 百万円


（13.7％）となっている。 


  なお、当法人は、大学全体を一つのセグメントとして事業を行っている。 


 


３．運営費交付金の債務及び当期振替額の明細 


（１）運営費交付金債務の増減額の明細                 


（単位：円） 


交付年度 期首残高 
交付金 


当期交付額 


当期振替額 


期末残高 運営交付金


収益 


資本 


剰余金 
小計 


令和３年度 － － － － － － 


令和４年度 3,884,487 － 2,321,970 0 2,321,970 1,562,517 


令和５年度 － 746,555,105 714,720,565 0 714,720,565 31,834,540 


合計 3,884,487 746,555,105 717,042,535 0 717,042,535 33,397,057 


 ※三重県ふるさと応援寄附金を財源として交付された 146,000 円は寄附金債務に含め、上記


には含めていません。 


 


（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 


① 令和３年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


会計基準第 79 条第 7 項


による振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  －  
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② 令和４年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 


2,321,970 


①費用進行基準を採用した事業等 


退職手当 


②当該業務に係る損益等 


ｱ)損益計算書に計上した費用の額


退職手当：2,321,970 


ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 


③振替額の積算根拠 


業務進行に伴い支出した運営費交付


金債務 2,321,970 円を収益化。 


資本剰余金 


－ 


計 


－ 


会計基準第 79 条第 7 項


による振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  2,321,970  


 


② 令和５年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 


714,720,565 


①期間進行基準を採用した事業等 


費用達成基準を採用した業務以外


の全ての業務 


②当該業務に関する損益等 


ｱ)損益計算書に計上した費用の額 


  業務費：101,552,105 


人件費：613,168,460 


ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 


ｳ)固定資産の取得額：0 


③運営費交付金収益化額の積算根拠 


 期間進行基準に係る運営費交付金


債務 714,720,565 円を収益化。 


資本剰余金 


－ 


計 


－ 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


 


 


 


資本剰余金 － 


計 
－ 
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会計基準第 79 条第 7 項


による振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  714,720,565  


 


（３）運営費交付金債務残高の明細 


                                   （単位：円） 


交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 


令和３年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


計 －  


令和４年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 
0 該当なし 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 1,562,517 


退職手当 


・退職手当の執行残であり、翌事業年


度以降に使用する予定。 


計 1,562,517  


令和５年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 


6,834,540 人件費 
・正規事務職員の超勤時間が見込みよ


りも少なかったこと、共済組合の基礎


年金拠出金に係る負担金率遡及改正


に伴う差額返還があったこと等の理


由から、6,834,540 円の残が生じた。


当該債務は中期目標期間終了時に設


立団体へ納付する予定。 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 


25,000,000 退職手当 


・退職手当の執行残であり、翌事業年


度以降に使用する予定。 


計 31,834,540  
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【別紙】大学の教育研究等の向上に関する取組 


① 教育に関する取組 


本学のアドミッションポリシー＊や入学者選抜について、県内高等学校や市町を対象と


した説明会やオープンキャンパス＊、学外で実施された進学説明会等において周知を図っ


た。 


令和５年度に実施した入学者選抜においては、優秀な県内出身の学生を確保するため、


地域の事情等をふまえた選抜区分を設けて適切に実施した。また、新型コロナウイルス感


染症の５類移行をふまえ、感染症の広がりに備えながら、新型コロナウイルス感染症拡大


以前の実施方針に基づいて入試を適切に実施した。 


令和７年度入学者選抜の詳細を検討し、入試問題の概要及びサンプル問題の検討と公


表、地域推薦型選抜の出願要件の変更、学校推薦型選抜等の基礎学力検査における試験時


間の変更など、準備を進めた。 


研究科の入学生の確保に向けては、オンラインで開催したオープンゼミ＊や連携協力協


定病院への説明、関係者への大学院募集案内等の送付、学部生・保護者への周知などによ


り、アドミッションポリシーや大学院入試制度等についての周知に努めるとともに、学内


推薦で進学する学部生の入学料を免除することとした。 


新型コロナウイルス感染症の５類移行後、学生の健康管理を継続しながら、各施設の受


け入れ条件に応じて臨地＊実習を通常どおり実施した。 


博士後期課程の設置に向け、学内での検討を進めた。 


教育内容の改善に向けては、「教員相互の授業点検・評価」や「学生による授業評価」


などを実施するとともに、FD＊活動として研修会を開催した。 


国家試験対策としては、担当教員によるきめ細かな支援、模試や特別講座の実施などに


取り組んだ。また、学生の卒業後の進路決定を支援するため、県内病院や行政機関の職員、


本学卒業生と直接対話できる機会を設けるとともに、卒業生とつながる場を提供した。 


 


② 研究に関する取組 


県内病院等の看護研究を支援するための各種研修会の開催などに取り組んだ。 


競争的研究資金の獲得に向けて、教員間における相互支援体制を継続するとともに、


研究資金獲得のための研修会を開催した。 


教員の研究活動等を公表するため、ホームページに教員の研究業績や研究課題等を掲


載した。また、みかん大出前講座＊やみかん大リクエスト講座＊等を通じて、教員の研究


活動の成果を地域や県民に還元した。 


研究倫理審査については、本審査と迅速審査の２つの審査方法により迅速かつ適正に


実施するとともに、研究倫理審査規程や要領等を随時見直し、研究倫理の堅持と透明性の


確保に努めた。また、研究費執行マニュアルに関する研修動画を作成して全教職員が視聴


するなど、研究費の不正防止の意識向上に努めた。 
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③ 社会・地域貢献等に関する取組 


看護職者の資質向上のため、認知症対応、助産師の実践能力向上などに資する研修を


三重県から受託して実施した。また、認定看護師教育課程「感染管理」を三重大学医学


部附属病院と連携して開設するとともに、令和４年度修了生に対しては、認定審査試験


に向けた支援を行った。 


本学卒業生のキャリア支援については、卒業生調査の結果から、就労状況・キャリア


形成等の動向を把握するとともに、見出された課題を踏まえ、ニーズに応じたキャリア


継続支援を進めた。 


県民に向けた取組として、専門分野を活かした教員からの提案により実施する講師派


遣や講座開催に取り組んだ。新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、全てを対面


で実施し、参加者の満足度も高く、県民のニーズに応えられた。 


教員がそれぞれの専門性を活かして、行政機関の委員会や審議会等、各種学協会などの


委員等に就任するなど社会活動に参画した。 


また、県内病院等の看護管理者との意見交換会を行い、連携を深めるとともに、地域


の医療機関のニーズを把握した。 


 


④ 大学運営に係る環境整備に関する取組 


学生生活に関するニーズを把握するため、学生アンケートを実施したところ、本学の


生活支援制度についての満足度は高い結果が得られた。また、国の修学支援制度や本学


独自の「みかん大修学支援給付金」により学生への支援を実施した。 


「夢緑祭＊」を４年ぶりに制限なく開催し、学外の多くの参加者を迎えて盛大に終え


ることができた。 


教職員が働きやすい職場環境の改善に向けては、教職員満足度アンケートを実施し、結


果をふまえ改善につながるよう検討を行った。  


教育環境の整備として、大講義室への大型モニター設置、講義室の机・椅子の交換、


厨房機器の更新、実習棟等への LED 照明の導入などを進めた。 


本学環境マネジメントマニュアルに従い、環境に配慮した業務遂行に努め、電気・ガス


消費量及び紙の消費量について令和４年度より減少した。 


危機管理の取組としては、大規模災害発生時等の学生の安否確認のためのシステムに


ついて、２回の操作訓練を実施するとともに、能登半島地震を契機に、災害時における教


職員の自動参集条件を見直すとともに、安否確認システムの運用条件を明示した。 


大規模地震発生時の初動体制を整理するとともに、大規模地震災害対策マニュアルに


基づき防災訓練を実施した。 


卒業式やオープンキャンパスなど、多数の学外の方が参加される諸行事について、感染


対策を適切に行いながら、コロナ禍以前の姿に戻す形で混乱なく実施した。 


学生や教職員に対するハラスメント防止研修会をそれぞれ開催した。さらに、学生に対


しては４月のオリエンテーション及びガイダンスで、ハラスメントと本学におけるその







 


17 
 


防止について説明を行った。 


 


⑤ 的確な業務運営の実施及び業務改善に関する取組 


理事会、経営審議会、教育研究審議会において、大学運営等に関する審議、意見交換を


行った。 


理事長の補佐機関である企画運営会議等を開催し、法人や大学運営に関しての継続的


な改善・改革を進めるとともに、大学戦略会議を設置し、大学が直面する喫緊の課題への


対応、広報戦略や大学の将来構想に関することについて議論を行った。 


また、利益相反の適切な管理を行うため、利益相反マネジメント委員会が中心となり、


研修会を開催した。 


優秀な教員を確保するため、公募による教員の採用や昇任を行った。また、連携協力協


定病院等との人事交流により２名を助手として受け入れた。 


教員の育成のため、教員活動評価・支援制度に基づいて、各教員が自己評価を行うとと


もに、学長若しくは上位教員が面談評価を行うなど人材マネジメントを実施した。また、


制度導入後３年目にあたり、職員の意見を聞き、制度の一部見直し、運用の徹底を行った。 


事務局職員については、職員人事評価制度に基づく評価の実施や人材育成基本方針に


基づく職員の育成に取り組んだ。 


 


⑥ 財務内容の改善に関する取組 


認定看護師教育課程「感染管理」の開講、MCN レポート（広報紙）の広告掲載や修学


支援基金への寄付の募集を行い、自己収入の確保に努めた。 


職務発明については、２件の特許を取得した。 


また、国や県からの補助金を活用し、エレベーターの更新や管理棟及び図書館棟外壁


の改修を行い、将来にわたって施設や整備を維持できるように取り組んだ。 


 


⑦ 大学教育の質保証及び情報の公開・発信に関する取組 


令和４年度業務実績について、年度計画管理表により進捗管理を行い、その内容につ


いて自己点検評価委員会で検証・確認を行った。その結果について三重県公立大学法人


評価委員会の評価を受けた。評価結果については理事会、経営審議会、教育研究審議会


及び教授会でフィードバックし、改善に取り組んだ。 


内部監査については、結果を教職員へ情報共有するとともに、担当課等に改善・対応


等について報告を求めている。なお、令和４年度の指摘事項については、全て対応済み


である。 


本学広報紙やホームページなど広報媒体の特性を活かして大学情報を発信した。広報


紙については、９月号から毎号、教員の研究を紹介するページを設けるとともに TOPICS


のページを活用し、よりタイムリーな情報発信に努めた。 
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高校生をターゲットに、大学の魅力・特徴を広く発信するためのショート動画を作成


することとし、学生の参画を得ながら作成に取り組んだ。 


 


〇用語説明 


アドミッションポリシー 
入学者の受入方針。各大学・学部等が、その教育理念や特色等をふまえ、どのような教


育活動を行い、また、どのような能力や適正等を有する学生を求めているのかなどの考え
方をまとめたもの。入学者の選抜方法や入試問題の出題内容等にはこの方針が反映され
る。 
 


オープンキャンパス 


本学を志望する高校生、高等学校教員、保護者に入試説明、大学案内、卒業生のメッセー


ジ、個別相談等を実施する。 


 


オープンゼミ 


 大学院への進学希望者を対象に、大学院の紹介、入試説明、在学生からのメッセージ、
希望分野の教員との個別面談等を実施する。 
 


地域包括ケア（システム） 


ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生活上の安全・安心・健康を確


保するために、医療や介護のみならず、福祉サービスを含めたさまざまな生活支援サービス


が日常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供できるような地域での体制。（地域包括ケア


研究会報告書、2008） 


 
みかん大出前講座 
本学教員が自身の教育、研究、社会活動の専門性や成果を活かし、県民の皆さんや看護


職をはじめ医療、福祉の専門職の皆さんを対象として、地域に出向いて講演等を行うも
の。 
 
 
みかん大リクエスト講座 
 「みかん大出前講座」にない内容について、要望に合わせて、本学教員を派遣して講演
等を行うもの。 
 
夢緑祭（ゆめみどりさい） 
 本学の学生実行委員が企画、運営して開催する学園祭。 
 


臨地 


 病院や施設等、看護実践の場をさす。病床を有する場だけでなく、保健所等の地域機関
も含めるため、「臨床」ではなく「臨地」とする。 
 


FD（Faculty Development） 


大学教員の教育能力を高めるための実践的方法のことであり、大学の授業改革のための


組織的な取組方法をさす。 








公立大学法人　三重県立看護大学
（単位：円）


予算額 決算額
差額


（決算－予算）
備考


収入


運営費交付金 778,061,000 746,555,105 △31,505,895


授業料等減免費交付金 14,689,000 17,520,100 2,831,100 （注１）


自己収入 280,765,000 279,321,009 △1,443,991


授業料、入学金及び検定料収入 247,929,000 244,945,800 △2,983,200


雑収入 32,836,000 34,375,209 1,539,209


産学連携等研究収入及び寄附金収入等 12,596,000 11,702,064 △893,936


補助金収入 101,978,000 99,237,600 △2,740,400


目的積立金 50,980,000 34,436,391 △16,543,609 （注２）


基金取崩額 1,000,000 1,000,000 0


1,240,069,000 1,189,772,269 △ 50,296,731


支出


業務費 1,038,320,000 943,419,661 △94,900,339


教育研究経費 337,553,000 308,421,908 △29,131,092


人件費 700,767,000 634,997,753 △65,769,247


一般管理費 196,372,000 201,103,657 4,731,657


受託研究等経費 5,377,000 5,379,540 2,540


予備費 0 0 0


1,240,069,000 1,149,902,858 △90,166,142


－ 39,869,411 39,869,411


〇　本表は当法人の予算区分に従って、当初予算額と決算額（予算執行額）を表示し、差異説明をしています。


　　従って、財務諸表とは、科目表示も異なり授業料等収入や業務費、人件費等で算定条件が異なっています。


〇　予算と決算の差異について


（注１）予算段階では予定していなかった、授業料等減免費交付金の追加決定があったため、予算額に比して決算額が2,831千円増
加しました。


令和５年度　決算報告書


区分


計


計


収入－支出


（注２）管理棟フロアカーペット更新工事の入札差金が生じたこと等に伴い、予算額に比して決算額が16,543千円減少しました。







